
�愛媛県告示第９３２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び四国中央

市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

大王製紙株式会社

四国中央市三島紙屋町２番６０号

代表取締役社長 二神 勝利

２ 事業場の名称及び所在地

大王製紙株式会社三島工場

四国中央市三島紙屋町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� 再生填料製造施設脱水機

� 再生填料製造施設スクラバー

� 目 次 �
告 示
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告 示

発 行 愛 媛 県

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号 イろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり７，５００立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成１９年７月１０日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２０年１月１０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２０年１月１１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８．０～９．０

最大 ８．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３４０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３０

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５

最大 ５３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５，９５０

最大 ５，９５０

備考 汚水は総合排水処理施設で処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 ヌ廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり３５，３１０ノルマル立方メート
ル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成１９年７月１０日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２０年１月１０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２０年１月１１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

毎週（火・金）曜日発行 第１８６２号 平成１９年５月１８日

平成１９年５月１８日金曜日 第１８６２号

愛 媛 県 報

５６９



４ 汚水等の処理施設に関する事項

総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１工場排水口

�６排水口（生活排水）

特定施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０．０

最大 ９．０～１１．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５，０００

最大 ６，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，５００

最大 ２，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７０

最大 ７０

備考 汚水は総合排水処理施設で処理する。

設 置 年 月 日 昭和４８年８月２８日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈殿、活性汚泥、凝集沈殿及び砂ろ過

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製及び鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

初沈槽（２基）
直径７０メートル 高さ３．５メートル

曝気槽
縦４０メートル 横８０メートル
高さ５．５メートル
縦５０メートル 横６５メートル
高さ５．５メートル
縦５８メートル 横１１０メートル
高さ５．２メートル

凝沈槽（３基）
直径６５．５メートル
高さ５．８メートル

砂ろ過（２３基）
直径５．５メートル 高さ ５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３３３，５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈殿、活性汚泥、凝集沈殿及び砂ろ過

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ７．０～９．５

通常 ６．５

最大 ５．８～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５０

最大 ８３０

通常 ６０．５

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５５０

最大 ５６０

通常 ３０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

通常 １５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

通常 １．５

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８１，４５０

最大 ２９０，０００

通常 ２８１，４５０

最大 ２９０，０００

備考 処理水の一部は、用水として利用する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５

最大 ５．８～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６０．５

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８１，４５０

最大 ２８１，４５０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２

最大 ０．５

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号

５７０
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�７排水口（生活排水）

�９排水口（生活排水）

�愛媛県告示第９３３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

備考 この他に、雨水排水口が１２３箇所ある。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 深 澤 知 美 東温市志津川 平成

１９年５月１日

聴覚・平衡・音声・言語機能障
害 耳鼻咽喉科 公立学校共済組合四

国中央病院 遠 藤 亜 紀 四国中央市川之江町２２３３番地 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 特定医療法人社団更

生会村上記念病院 黒 光 浩 一 西条市大町７３９番地 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 今治市医師会市民病
院 伊 藤 英太郎 今治市別宮町七丁目１番４０号 〃

視 覚 障 害 眼 科 愛媛県立南宇和病院 高 橋 直 巳 南宇和郡愛南町城辺甲２４３３－１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 辻 浩 司 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

小 児 科 〃 濱 田 淳 平 〃 〃

肢 体 不 自 由 脳神経外科 〃 麓 憲 行 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 医療法人綮愛会石川
病院 吉 川 浩 之 四国中央市上分町７３２番地１ 〃

〃 内 科 〃 扇 喜 智 寛 〃 〃

〃 〃 〃 細 川 直 人 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 森 實 圭 〃 〃

〃 内 科 財団法人積善会附属
十全総合病院 金 藤 秀 治 新居浜市北新町１番５号 〃

〃
整形外科・リ
ハビリテーシ
ョン科

愛媛県立子ども療育
センター 中 込 直 東温市田窪２１３５番地 〃

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号

５７１
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�愛媛県告示第９３４号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

三 好 明 文 宇 和 島 市 立 津 島 病 院 宇和島市津島町高田丙１５番地 国民健康保険久万高原町立病
院

上浮穴郡久万高原町久万６５番
地

平成１９年
４月１日

木 原 洋 介 西 条 市 立 周 桑 病 院 西条市壬生川１３１番地 〃 〃 〃

宇都宮 裕 社会福祉法人恩賜財団済生会
西条病院

西条市朔日市字榎ヶ坪２６９－
１

財団法人積善会附属十全総合
病院 新居浜市北新町１番５号 〃

植 田 聖 也 喜 多 医 師 会 立 内 山 病 院 喜多郡内子町城廻２７５－１ 独立行政法人国立病院機構愛
媛病院 東温市横河原３６６番地 〃

佐 藤 秀 樹 西 予 市 立 宇 和 病 院 西予市宇和町卯之町一丁目２４
６番１

社会福祉法人恩賜財団済生会
今治病院 今治市喜田村七丁目１番６号 〃

山 岡 豪大朗 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１番１号 社会福祉法人恩賜財団済生会
西条病院

西条市朔日市字榎ヶ坪２６９－
１ 〃

稲 田 浩 二 〃 〃 〃 〃 〃

橋 本 治 久 医療法人財団尚温会伊予病院 伊予市八倉９０６－５ 宇 和 島 市 立 吉 田 病 院 宇和島市吉田町北小路甲２１７
番地 〃

近 藤 文 雄 西 予 市 立 宇 和 病 院 西予市宇和町卯之町一丁目２４
６番１ 近 藤 医 院 西予市宇和町卯之町一丁目３７

６－２
平成１９年
４月２３日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

小 児 科 〃 森 本 武 彦 〃 〃

肢 体 不 自 由
整形外科・リ
ハビリテーシ
ョン科

〃 佐 野 敬 介 〃 〃

肢体不自由・呼吸器機能障害 小 児 科 〃 矢 野 喜 昭 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 内 科 鬼北町国民健康保険

日吉診療所 丹 下 敬 忠 北宇和郡鬼北町大字下鍵山２９９番地 〃

〃 循 環 器 科 社会福祉法人恩腸財
団済生会西条病院 野 本 高 彦 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

〃 内 科 愛 媛 労 災 病 院 高 見 太 郎 新居浜市南小松原町１３番２７号 〃

〃 〃 〃 松 本 賢 治 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 〃 藤 井 雅 和 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸機能障
害

心臓血管外科 〃 岡 � 嘉 一 〃 〃

心臓・じん臓・呼吸器機能障害 循 環 器 科 〃 沢 映 良 〃 〃

肢 体 不 自 由 内 科 四国中央市国民健康
保険新宮診療所 越 智 拓 良 四国中央市新宮町新宮５０番地 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害 〃 医療法人財団尚温会

伊予病院 和 田 敏 裕 伊予市八倉９０６番地５ 〃

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 宇和島市立津島病院 井 上 仁 宇和島市津島町高田丙１５番地 〃

肢 体 不 自 由 脳神経外科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 岩 田 真 治 東温市志津川 〃

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 内 科 今治セントラル病院 亀 井 將 子 今治市松本町二丁目６番地６ 〃

〃 消 化 器 科 独立行政法人国立病
院機構愛媛病院 久 保 義 一 東温市横河原３６６番地 〃

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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�愛媛県告示第９３５号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９３６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

香川薬局 今治市常盤町７－１－３５ 香川 孝子 平成１９年
５月１日

オレンジ薬局 新居浜市中村松木１丁目７番７号 有限会社たけだ調剤薬局 〃

ニコニコ薬局古町店 南宇和郡愛南町城辺甲２３０１番地 有限会社ニコニコ薬局 〃

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 公立学校共済組合四

国中央病院 菊 辻 徹 四国中央市川之江町２２３３番地 平成
１９年３月３１日

聴覚・平衡・音声・言語機能障
害 耳鼻咽喉科 〃 東 貴 弘 〃 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機能
障害 内 科 愛媛県立三島病院 大 島 清 孝 四国中央市中之庄町１６８４－２ 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機能
障害 泌 尿 器 科 社会福祉法人恩賜財

団済生会西条病院 柳 垣 孝 広 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９－１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 小 西 義 克 〃 平成
１９年４月１日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 医療法人綮愛会石川
病院 八 島 暁 英 四国中央市上分町７３２番地１ 平成

１９年４月２日

〃 内 科 〃 室 田 將 之 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 大 西 慶 生 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

外 科 〃 木 原 実 〃 〃

〃 内 科 〃 村 松 明 美 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 〃 愛 媛 労 災 病 院 古 谷 隆 和 新居浜市南小松原町１３番２７号 平成

１９年４月９日

〃 〃 〃 原 田 克 則 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸機能障
害

外 科 〃 秋 山 紀 雄 〃 〃

心臓・じん臓・呼吸器機能障害 循 環 器 科 〃 木 原 千 景 〃 〃

視 覚 障 害 眼 科 〃 越 智 理 恵 〃 〃

心 臓 機 能 障 害 心臓血管外科 〃 林 雅 規 〃 〃

肢 体 不 自 由 脳神経外科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 尾 上 信 二 東温市志津川 平成

１９年４月２０日

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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�愛媛県告示第９３７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２４条の２第１項の規定により、次のとおり指定市町村事務受託法人を指定した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９３８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５他２１筆

大規模小売店舗を設置する者
の名称

大和工商リース株式
会社 大和リース株式会社 平成１９年

４月１日
平成１９年
４月２５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社マック
ハウス、大黒天物産
株式会社、株式会社
マツモトキヨシ、株
式会社雑貨屋ブルド
ッグ

株式会社宮脇書店、
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社マック
ハウス、大黒天物産
株式会社、株式会社
マツモトキヨシ、株
式会社大創産業、株
式会社ワールド、株
式会社三城

平成１９年
４月２７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９３９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

さつき薬局 南宇和郡愛南町御荘平城３５６２番地 有限会社メディカルスタイルさつき薬
局 〃

やませみ薬局 新居浜市喜行地町１丁目１４－１０ 株式会社仁 〃

あかり調剤薬局 西条市円海寺１番地２ 有限会社れんげ堂 〃

指 定 市 町 村 事 務 受 託 法 人 受 託 事 務 を 行 う 事 務 所
受託事務の種類

居宅サービス
等の提供の
有 無

指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

社会福祉法人松山市
社会福祉協議会

松山市若草町８番地
２ 今 井 洋 子 社会福祉法人松山市

社会福祉協議会
松山市若草町８番地
２

介護保険法第２４条の２
第１項第１号及び第２
号に規定する事務

なし 平成１９年
４月１日

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ今治店 今治市衣干町四丁目
６１－１他１５筆

大規模小売店舗を設置する者
の名称

大和工商リース株式
会社 大和リース株式会社 平成１９年

４月１日
平成１９年
４月２５日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９４０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工労政課並びに大洲市役所において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ大洲店 大洲市徳森字宮方２８
１－１他

大規模小売店舗を設置する者
の名称

大和工商リース株式
会社 大和リース株式会社 平成１９年

４月１日
平成１９年
４月２５日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び八幡浜地方局産業経済部商工

労政課並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９４１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び宇和島地方局産業経済部商工労政課並びに宇和島市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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�愛媛県告示第９４２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市上泉川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９４３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市水泥町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９４４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西予市宇和町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン北宇和島 宇和島市伊吹町字タ
カヒ甲９１２－２ 大規模小売店舗を設置する者

及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任 紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋 吉昭

平成１７年
９月１日

平成１９年
４月２７日

株式会社フジ
代表取締役
高橋 吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾� 英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか５
者

株式会社フジほか４
者

平成１６年
５月３１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び宇和島地方局産業経済部商工

労政課並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 勉 新居浜市西喜光地町２番３５号

〃 大 原 勝 正 新居浜市寿町７番３０号

〃 久 保 慶 朝 新居浜市星原町４番１７号

〃 � 橋 敬 雄 新居浜市外山町９番４４号

〃 � 橋 征 三 新居浜市星原町１３番１６号

監 事 古 川 良 樹 新居浜市瀬戸町１２番２号

〃 鴻 上 公 俊 新居浜市上泉町６番２５号

〃 田 村 伊佐雄 新居浜市西喜光地町１番２８号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 勉 新居浜市西喜光地町２番３５号

〃 大 原 勝 正 新居浜市寿町７番３０号

〃 久 保 慶 朝 新居浜市星原町４番１７号

〃 � 橋 恒 雄 新居浜市外山町９番４１号

〃 � 橋 征 三 新居浜市星原町１３番１６号

監 事 古 川 良 樹 新居浜市瀬戸町１２番２号

〃 � 橋 康 夫 新居浜市外山町１５番５７号

〃 � 橋 亮 新居浜市外山町１２番４号

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 重 松 長 壽 松山市水泥町１０８１

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 重 松 幹 夫 松山市水泥町１０８７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 岡 秀 起 西予市宇和町信里７６８番地

〃 宇都宮 文 隆 西予市宇和町瀬戸５９９番地

〃 杉 浦 公 元 西予市宇和町伊延西２４３番地

〃 小 河 健 三 西予市宇和町岡山１２４番地

〃 清 家 輝 允 西予市宇和町東多田５６９番地

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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退 任

�������
�愛媛県告示第９４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・法花寺地区）の施行に平成１９年５月２

日同意した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９４６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排

水施設整備事業・黒沢地区）の施行に平成１９年５月８日同意した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９４７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事

業・岩川地区）の施行に平成１９年５月８日同意した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９４８号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

〃 鋸 本 昭 二 西予市宇和町田苗真土８２１番地

〃 宇都宮 肇 西予市宇和町清沢６７８番地

〃 清 水 賢 一 西予市宇和町坂戸１６３番地２

〃 萩 森 章 二 西予市宇和町大江４８０番地

〃 三 好 敬 一 西予市宇和町小原３７４番地

〃 井 上 勲 西予市宇和町岩木３５１３番地

〃 山 本 武 紀 西予市宇和町郷内１０１７番地第１

〃 土 居 一 邦 西予市宇和町西山田２３２３番地１

〃 竹 口 修 武 西予市宇和町山田１０４９番地

〃 田 中 和 浩 西予市宇和町伊賀上１０３５番地

〃 三 好 進 西予市宇和町永長７６３番地２

〃 竹 中 義 廣 西予市宇和町久枝甲２３９番地

〃 河 野 昌 博 西予市宇和町久枝６０２番地

〃 井 上 頼 夫 西予市宇和町神領１０９番地

〃 平 礒 猛 西予市宇和町上松葉４６７番地

〃 大 塚 猪八郎 西予市宇和町稲生８０８番地第１

〃 宇都宮 友 喜 西予市宇和町皆田１８３３番地

〃 兵 頭 敏 則 西予市宇和町下川８５２番地

〃 薬師寺 巌 西予市宇和町明間７０７番地

〃 伊 藤 正 徳 西予市宇和町明石１８１番地

〃 垣 内 紀 幸 西予市宇和町常定寺４１６番地

〃 松 田 一 郎 西予市宇和町平野７３番地

〃 西 岡 準 一 西予市宇和町田野中８１番地

監 事 松 本 勲 西予市宇和町河内１０３７番地２

〃 酒 井 豊 嗣 西予市宇和町下松葉２２０番地

〃 徳 山 義 恭 西予市宇和町新城９１８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 岡 秀 起 西予市宇和町信里７６８番地

〃 上 甲 政 則 西予市宇和町東多田３６３番地

〃 高 岡 城 一 西予市宇和町伊延東６１番地

〃 松 本 勲 西予市宇和町河内１０３７番地２

〃 清 家 輝 允 西予市宇和町東多田５６９番地

〃 梶 原 浩 利 西予市宇和町田苗真土１８１１番地

〃 宇都宮 肇 西予市宇和町清沢６７８番地

〃 清 水 賢 一 西予市宇和町坂戸１６３番地２

〃 出 水 慎 西予市宇和町加茂８９４番地

〃 三 好 敬 一 西予市宇和町小原３７４番地

〃 井 上 勲 西予市宇和町岩木３５１３番地

〃 山 本 武 紀 西予市宇和町郷内１０１７番地第１

〃 土 居 一 邦 西予市宇和町西山田２３２３番地１

〃 竹 口 修 武 西予市宇和町山田１０４９番地

〃 兵 頭 幸 男 西予市宇和町伊賀上１１８８番地

〃 三 好 岩 一 西予市宇和町永長７６９番地

〃 竹 中 義 廣 西予市宇和町久枝甲２３９番地

〃 大 塚 政 司 西予市宇和町小野田４６２番地

〃 松 浦 幸 男 西予市宇和町野田１６０番地

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ほ場整備事業 川瀬地区 平成６年３月３０日

〃 酒 井 豊 嗣 西予市宇和町下松葉２２０番地

〃 松 本 俊 二 西予市宇和町稲生８８８番地

〃 宇都宮 友 喜 西予市宇和町皆田１８３３番地

〃 兵 頭 正 三 西予市宇和町下川９４番地１

〃 松 岡 治 生 西予市宇和町明間１２７４番地

〃 水 口 繁 行 西予市宇和町明石１７１１番地

〃 徳 山 義 恭 西予市宇和町新城９１８番地

〃 大 竹 忠 盛 西予市宇和町常定寺４６０番地

〃 西 岡 準 一 西予市宇和町田野中８１番地

監 事 岡 本 忠 夫 西予市宇和町杢所５２１番地

〃 平 礒 猛 西予市宇和町上松葉４６７番地

〃 一 宮 正 和 西予市宇和町明間１７１４番地

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上分三島線
四国中央市妻鳥町三本木１５５５番６から

同町三本木１７２６番８まで

旧 ６．０～１０．４ ０．０４６

新 １０．４～１１．６ ０．０４６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上分三島線
四国中央市妻鳥町三本木１７２９番２から

同町三本木１７２６番８まで
平成１９年５月１８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川小田線
上浮穴郡久万高原町大川２２５６番３から

同町大川２２５５番まで

旧 ４．０～７．７ ０．１２６

新 １１．７～４１．４ ０．１２６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川小田線
上浮穴郡久万高原町大川２２５６番３から

同町大川２２５５番まで
平成１９年５月１８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町柳井川字永野３４５６番２から

同字３４５３番１まで
平成１９年５月１８日

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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監 査 公 表

�������
�愛媛県告示第９５５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

東温市見奈良字大野原１５３５番１の一部

２ 申請人の住所氏名

伊予郡松前町南黒田３９７番地

阿川総合建設株式会社

代表取締役 阿部 久雄

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第９５６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

東温市見奈良字大野原１５３７番１の一部及び１５３７番２の一部

２ 申請人の住所氏名

伊予郡松前町南黒田３９７番地

阿川総合建設株式会社

代表取締役 阿部 久雄

３ 図面省略

�公表第２２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年５月１８日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

�愛媛県告示第９５４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年５月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第５号

平成１９年５月７日
伊予郡松前町大字徳丸字豆尻７０７番２

伊予郡松前町大字西古泉１６番地１
Ａ２０２
塩 梅 陽 子
塩 梅 敬 介

１９松局建（開）第６号

平成１９年５月９日
伊予郡砥部町重光１４９番

伊予郡砥部町拾町２３０番地

相 原 正 義

（監査の結果）

１ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、施設

共同化資金貸付金償還金、繊維工業構造改善資金貸付金償還金及び設

備近代化資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保に努める

とともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ７５０，２２０，０００ ０ ７５０，２２０，０００

１６年度 ０ ３，８７７，８３５ ３，８７７，８３５

差引増減 ７５０，２２０，０００ △３，８７７，８３５ ７４６，３４２，１６５

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

１６年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ２１，８１０，０００ １２９，８５１，５５０ １５１，６６１，５５０

１６年度 ２７，６３１，０００ １０４，９０７，５４９ １３２，５３８，５４９

差引増減 △５，８２１，０００ ２４，９４４，００１ １９，１２３，００１

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１７年度 ０ ３４，０８８，９９８ ３４，０８８，９９８

１６年度 ０ ３４，６８８，９９８ ３４，６８８，９９８

差引増減 ０ △６００，０００ △６００，０００

２ 中小企業振興資金特別会計における違約金（繊維工業構造改善資金

貸付金償還金及び設備近代化資金貸付金償還金に伴うもの。）につい

ては、適切な債権管理が望まれる。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 平成１８年１０月２０日

愛 媛 県 報平成１９年５月１８日 第１８６２号
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年５月１８日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公安委員会にする申請等）

第１条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの申請をしよう

とする者は、その者の住所地を管轄する警察署（第４号の申請に

あつては、自動車の使用の本拠地を管轄する警察署）を経由しな

ければならない。ただし、第５号の申請にあつては、喜多郡内子

町に住所地を有する者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又

は同市城川町に住所地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇

和郡松野町又は同郡鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼

北交番を経由することができる。

� 省略

� 次条第１項第２号クに規定する通行禁止除外標章及び同項第

３号ウに規定する駐車禁止除外標章の交付申請

�～� 省略

３・４ 省略

（交通規制の対象から除く車両）

第２条 法第４条第２項の規定により、交通規制の対象から除く車

両は、道路標識により表示するもののほか、次に掲げるとおりと

する。

（公安委員会にする申請等）

第１条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの申請をしよう

とする者は、その者の住所地を管轄する警察署（第４号の申請に

あつては、自動車の使用の本拠地を管轄する警察署）を経由しな

ければならない。ただし、第５号の申請にあつては、喜多郡内子

町に住所地を有する者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又

は同市城川町に住所地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇

和郡松野町又は同郡鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼

北交番を経由することができる。

� 省略

� 第２条第１項第２号キに規定する通行禁止除外標章、同項第

３号ウに規定する駐車禁止除外標章及び同号ケに規定する身体

障害者用駐車禁止除外標章の交付申請

�～� 省略

３・４ 省略

（交通規制の対象から除く車両）

第２条 法第４条第２項の規定により、交通規制の対象から除く車

両は、道路標識により表示するもののほか、次に掲げるとおりと

する。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ２，０３４，００８

１３年度 １８，２３０

計 ２，０５２，２３８

（措置の内容）

１ 高度化資金貸付金償還金は、平成２～３年度に貸し付けたものであ

るが、貸付先の経営不振により、１７年度新たに未収となったものであ

る。１８年度中に１０，０００，０００円が償還され、１９年３月末現在の滞納繰越

に係る収入未済額は７４０，２２０，０００円となったが、同貸付先の１８年度償

還分３５３，６２６，０００円も未収となったことから、１９年３月末現在の収入

未済額の総額は１，０９３，８４６，０００円となっている。未収債権については、

分割納入指導に努めるほか、貸付先の経営状況の把握、保証人等の調

査を行っており、今後とも関係機関である独立行政法人中小企業基盤

整備機構（以下「中小機構」という。）と連携協力して債権管理に努

めたい。

施設共同化資金貸付金償還金については、貸付先の組合は既に解散

しており、貸付主体の中小機構が担保物件の処分等により一部回収し

たが、その後回収できず９，３２２，７７９円は残ったままとなっている。今

後とも中小機構と協調しながら債権管理に努めたい。

繊維工業構造改善資金貸付金償還金については、１７年度末の滞納繰

越額は２組合分１５１，６６１，５５０円であり、１８年度には、このうち１８，５３５

，９８７円を回収し、１９年３月末現在の滞納繰越に係る収入未済額は１３３

，１２５，５６３円となったが、同２組合の１８年度償還分１７，７５８，０００円が未収

となったことから、１９年３月末現在の収入未済額の総額は１５０，８８３，５

６３円となっている。今後とも貸付主体の中小機構と協調しながら債権

管理に努めたい。

設備近代化資金貸付金償還金については、１７年度末の収入未済額は

７企業３４，０８８，９９８円であったが、分割納入等による徴収等に努めた結

果、１８年度には、８３０，０００円を回収している。今後とも各地方局と連

携を図りながら債権管理に努めたい。

２ 繊維工業構造改善資金貸付金の償還延長による違約金（１７年度調定

分２，０３４，００８円）については、貸付先が経営不振により延滞となった

が、条件変更を行い償還期限を延長したことから、延滞状態が解消し

たため、延滞していた期間についての違約金が確定したものである。

貸付主体である中小機構では、この違約金の一部を免除し、県に対し

ても違約金の一部免除の申請があったが、免除には権利放棄に係る議

会の議決が必要となることから回答を保留し未収となった。これにつ

いては、他の案件を含む未収債権全体の処理方針の検討後、全額回収

又は一部免除の判断を行い、未収債権の解消を図ることとしている。

設備近代化資金貸付金償還金の違約金（１３年度調定分１８，２３０円）に

ついては、回収には至っていないため、引き続き債権管理に努めたい。
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� 省略

� 車両の通行禁止（一方通行を除く。）及び歩行者用道路の交

通規制の対象から除く車両

ア 省略

イ 省略

ウ 省略

エ 省略

オ 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に規定する災害

応急対策に使用中の車両

カ 道路維持作業用自動車で当該用務に使用中のもの

キ 省略

ク 次に掲げる車両で、通行禁止除外標章（別記様式第１号）

を掲出しているもの

� 伝染病患者の収容又は伝染病の予防活動のため使用中の

車両

� 公害の調査及び測定のため使用中の車両

� 医師若しくは歯科医師の往診又は助産師の出張業務のた

め使用中の車両

� 電気、ガス、上下水道若しくは電話又は鉄道事業若しく

は軌道事業について緊急修復を要する工事のため使用中の

車両

� 道路及び道路の附属物（信号機及び道路標識等を含む。）

並びに交通安全を図るための施設等の設置及び維持管理の

ため使用中の車両

� 報道機関の緊急取材のため使用中の車両

� レントゲン車、採血車、健康診断用車両その他公衆衛生

業務を行うため使用中の車両

� 裁判官又は裁判所の発する令状等の執行のため使用中の

車両

	 死者の運搬を本来の用途としている車両が当該目的のた

め使用中のもの


 専ら郵便法（昭和２２年法律第１６５号）に規定する通常郵

便物の集配又は電報の配達のため使用中の車両

� 松山市自転車等の駐車対策に関する条例（平成７年松山

市条例第１５号）に規定する放置自転車等の撤去作業に使用

中の車両

� 患者輸送車又は車いす移動車で当該用務に使用中のもの


 �から�までに掲げるもののほか、公益上又は社会生活

上特に必要があると認められる用務に使用中の車両

ケ 次に掲げる者が現に使用中の車両で、通行禁止除外標章（他

の都道府県公安委員会の交付に係るものを含む。）を掲出し

ているもの

� 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する

身体障害者手帳の交付を受けている者であって、別表第１

の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に

掲げる身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５

号）別表第５号に規定する障害の級別に該当する障害を有

するもの

� 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）に規定す

る戦傷病者手帳の交付を受けている者であって、別表第１

の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

� 省略

� 車両の通行禁止（一方通行を除く。）及び歩行者用道路の交

通規制の対象から除く車両

ア 郵便物の集配又は電報の配達のため使用中の車両

イ 省略

ウ 省略

エ 省略

オ 省略

カ 省略

キ 伝染病患者の収容又は伝染病の予防活動のため使用中の車

両で、通行禁止除外標章（別記様式第１号）を掲出している

もの

ク 公害の調査及び測定のため使用中の車両で、通行禁止除外

標章を掲出しているもの

ケ 医師若しくは歯科医師の往診又は助産師の出張業務のため

使用中の車両で、通行禁止除外標章を掲出しているもの

コ 電気、ガス、上下水道若しくは電話又は路面電車の通行に

ついて緊急修復を要する工事のため使用中の車両で、通行禁

止除外標章を掲出しているもの

サ 道路及び道路の附属物（信号機及び道路標識等を含む。）

並びに交通安全を図るための施設等の設置及び維持管理のた

め使用中の車両で、通行禁止除外標章を掲出しているもの

シ 報道機関の緊急取材のため使用中の車両で、通行禁止除外

標章を掲出しているもの

ス 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体

障害者手帳の交付を受けている歩行の困難な者が、現に使用

中の車両で、通行禁止除外標章（他の都道府県公安委員会の

交付に係るものを含む。）を掲出しているもの

セ レントゲン車、採血車、健康診断用車両その他公衆衛生業

務を行うため使用中の車両で、通行禁止除外標章を掲出して

いるもの

ソ 裁判官又は裁判所の発する令状等の執行のため使用中の車

両で、通行禁止除外標章を掲出しているもの

タ 死者の運搬を本来の用途としている車両が当該目的のため

使用中のもので、通行禁止除外標章を掲出しているもの

チ アからタまでに掲げるもののほか、公益上又は社会生活上

特に必要があると認められる業務に使用中の車両で、通行禁

止除外標章を掲出しているもの
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掲げる恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表の２に

規定する重度障害の程度に該当する障害を有するもの

� 厚生労働省が定める療育手帳の交付を受けている者であ

って、重度の障害を有するもの

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）に規定する精神障害者保健福祉手帳（通院医

療費の公費負担番号が記載されたものに限る。）の交付を

受けている者であって、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に

規定する１級の障害を有するもの

� 厚生労働省が定める小児慢性特定疾患児手帳の交付を受

けている者（色素性乾皮症患者で、日の出から日没までの

間に限る。）

� �から�までに掲げるもののほか、身体障害者福祉法に

規定する身体障害者手帳の交付を受けている者であって、

移動が困難なことにより社会での日常生活活動が著しく制

限されると公安委員会が認めるもの

� 駐車禁止及び時間制限駐車区間の交通規制の対象から除く車

両

ア 前号アからキまでに掲げる車両

イ 省略

ウ 前号ク�から�まで、�から�まで及び�に掲げる車両又

は次に掲げる車両で、駐車禁止除外標章（別記様式第２号）

を掲出しているもの

� 総務省において使用する自動車のうち、不正に開設され

た無線局の探査のため使用中の車両

	 法第５１条の４第１項に規定する放置車両の確認及び標章

の取付けのため使用中の車両

� �及び	に掲げるもののほか、公益上又は社会生活上当

該道路における駐車がやむを得ないと認められる車両

エ 前号ケ�から�までに掲げる者が現に使用中の車両で、駐

車禁止除外標章（他の都道府県公安委員会の交付に係るもの

を含む。）を掲出しているもの

� 駐車禁止及び時間制限駐車区間の交通規制の対象から除く車

両（コについては、日の出から日没までの間に限る。）

ア 前号アからカまでに掲げる車両

イ 省略

ウ 伝染病患者の収容又は伝染病の予防活動のため使用中の車

両で、駐車禁止除外標章（別記様式第２号）を掲出している

もの

エ 公害の調査及び測定のため使用中の車両で、駐車禁止除外

標章を掲出しているもの

オ 医師若しくは歯科医師の往診又は助産師の出張業務のため

使用中の車両で、駐車禁止除外標章を掲出しているもの

カ 電気、ガス、上下水道若しくは電話又は路面電車の通行に

ついて緊急修復を要する工事のため使用中の車両で、駐車禁

止除外標章を掲出しているもの

キ 道路及び道路の附属物（信号機及び道路標識等を含む。）

並びに交通安全を図るための施設等の設置及び維持管理のた

め使用中の車両で、駐車禁止除外標章を掲出しているもの

ク 報道機関の緊急取材のため使用中の車両で、駐車禁止除外

標章を掲出しているもの

ケ 身体障害者福祉法に基づく身体障害者手帳の交付を受けて

いる歩行の困難な者が、現に使用中の車両で、身体障害者用

駐車禁止除外標章（別記様式第２号の２。他の都道府県公安

委員会の交付に係るものを含む。）を掲出しているもの

コ 色素性乾皮症患者が現に使用中の車両で、紫外線要保護者

用駐車禁止除外標章（別記様式第２号の３。他の都道府県公

安委員会の交付に係るものを含む。）を掲出しているもの

サ 総務省において使用する自動車のうち、不正に開設された

無線局の探査のため使用中の車両で、駐車禁止除外標章を掲

出しているもの

シ 裁判官又は裁判所の発する令状等の執行のため使用中の車

両で、駐車禁止除外標章を掲出しているもの

ス 死者の運搬を本来の用途としている車両が当該目的のため

使用中のもので、駐車禁止除外標章を掲出しているもの

セ 法第５１条の４第１項に規定する放置車両の確認及び標章の

取付けのため使用中の車両で、駐車禁止除外標章を掲出して
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� 駐停車禁止の交通規制の対象から除く車両

ア 第２号アからキまでに掲げる車両

イ 省略

２ 通行禁止除外標章の交付を受けようとする者は通行禁止除外車

両指定申請書（別記様式第３号）を、駐車禁止除外標章

の交付を受けようとする者は 駐車禁止除外車両標章交付申請書

（別記様式第４号）を公安委員会に提出しなければならない。

３ 前項の通行禁止除外車両指定申請書及び駐車禁止除外車両標章

交付申請書には、当該申請により交付を受けようとする標章の種

別に応じて、それぞれ次に掲げる書面を添付しなければならない。

� 第１項第２号ク及び同項第３号ウに規定する車両に係る標章

ア 当該車両に係る自動車検査証の写し

イ 当該車両が第１項第２号ク又は同項第３号ウに規定する車

両のいずれかに該当することを疎明する書面

ウ ア及びイに掲げるもののほか、警察本部長が必要と認める

書面

� 第１項第２号ケ及び同項第３号エに規定する者に係る標章

ア 標章の交付を受けようとする者が第１項第２号ケ又は同項

第３号エに規定する者のいずれかに該当することを疎明する

書面

イ 標章の交付を受けようとする者が使用する車両があるとき

は、当該車両に係る自動車検査証の写し

ウ ア及びイに掲げるもののほか、警察本部長が必要と認める

書面

４ 公安委員会は、第２項の規定による申請があった場合において、

当該申請に係る車両が第１項第２号ク若しくは同項第３号ウに該

当すると認めるとき又は当該申請に係る者が第１項第２号ケ若し

くは同項第３号エに該当すると認めるときは、有効期限を定めて

通行禁止除外標章又は駐車禁止除外標章（以下この条において「標

章」という。）を交付するものとする。

５ 標章の交付を受けた者は、次に掲げる事項を守らなければなら

ない。

� 現場において警察官又は交通巡視員の指示があった場合は、

これに従うこと。

� 標章に記載された事項を遵守し、交付を受けた理由以外に使

用しないこと。

� 標章を他人に譲渡し、又は貸与しないこと（当該交付を受け

た者が、他人の介助を受けて車両に乗降するため必要な限度に

おいて貸与する場合を除く。）。

６ 公安委員会は、標章の交付を受けた者が前項各号のいずれかに

違反したときは、標章返納命令書（別記様式第４号の２）により

当該標章の返納を命ずることができる。

７ 標章の交付を受けた者は、次のいずれかに該当することとなっ

たときは、速やかに当該標章（第３号の場合にあっては、亡失し

た標章）を公安委員会に返納しなければならない。

� 標章の有効期限が経過したとき。

� 標章の交付を受けた理由がなくなったとき。

いるもの

ソ アからセまでに掲げるもののほか、公益上又は社会生活上

当該道路における駐車がやむを得ないと認められる車両で、

駐車禁止除外標章を掲出しているもの

� 駐停車禁止の交通規制の対象から除く車両

ア 第２号アからカまでに掲げる車両

イ 省略

２ 通行禁止除外標章の交付を受けようとする者は通行禁止除外車

両指定申請書（別記様式第３号）を、駐車禁止除外標章、身体障

害者用駐車禁止除外標章又は紫外線要保護者用駐車禁止除外標章

の交付を受けようとする者は、駐車禁止除外車両標章交付申請書

（別記様式第４号）を公安委員会に提出しなければならない。
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� 標章の再交付を受けた後において亡失した標章を発見し、又

は回復したとき。

� 公安委員会から標章の返納を命ぜられたとき。

（警察署長の駐車許可）

第８条 法第４５条第１項ただし書又は第４９条の２第５項の規定によ

り、警察署長が駐車を許可する車両は、その日時、場所、用務等

から判断して、駐車が禁止されている場所に駐車しなければなら

ない特別の事情があるものとする。

２ 前項の規定による許可を受けようとする者は、駐車許可申請書

（別記様式第１０号）を駐車しようとする場所を管轄する警察署長

に提出しなければならない。

３ 前項の駐車許可申請書には、次に掲げる書面を添付しなければ

ならない。

� 当該申請に係る車両の自動車検査証の写し

� 当該申請に係る場所及びその周辺の見取図（建物の名称、道

路状況等が判別できるもので、当該申請に係る場所に印を付し

たもの）

� 前２号に掲げるもののほか、警察署長が必要と認める書面

４ 警察署長は、第２項の規定による申請に係る車両について、駐

車を許可する必要があると認めるときは、車両、駐車することが

できる場所及び駐車の方法並びに駐車を開始することができる時

刻及び駐車を終了すべき時刻を指定し、必要な条件を付して許可

するものとする。ただし、法第４９条第１項に規定する時間制限駐

車区間における駐車を除く駐車を許可する場合において、やむを

得ない理由があると認められるときは、

駐車を開始することができる時刻及び駐車を終了すべき

時刻の一部又は全部を省略し、期間を指定して許可することがで

きる。

５ 前項の規定による許可は、駐車許可証（別記様式第１１号）を交

付して行うものとする。

６ 前項の規定により駐車許可証の交付を受けた者は、当該許可に

係る車両を駐車させている間、当該駐車許可証を車両の前面ガラ

スに掲出しておかなければならない。

（公安委員会が定める自動車の積載物の高さの制限）

第９条の２ 道路交通法施行令第２２条第３号ハの公安委員会が定め

る自動車は、別表第２に掲げる道路を通行する自動車とし、同号

ハの公安委員会が定める高さは、４．１メートルとする。

別表第１（第２条関係）

（警察署長の駐車許可）

第８条 法第４５条第１項ただし書又は第４９条の２第５項の規定によ

り、警察署長が駐車を許可する車両は、次の各号に掲げる車両で

あつて 、駐車が禁止されている場所に駐車しなければなら

ない特別の事情があるものとする。

� 歩行困難な身体の障害のある者を輸送する車両

� 公益上、社会の慣習上その他やむを得ない理由があると認め

られる車両

２ 前項の 許可を受けようとする者は、別記様式第１０号

の申請書 を駐車しようとする場所を管轄する警察署長

に提出しなければならない。

３ 警察署長は、前項 申請に係る車両について、駐

車を許可する必要があると認めるときは、車両、駐車することが

できる場所及び駐車の方法並びに駐車を開始することができる時

刻及び駐車を終了すべき時刻を指定し、必要な条件を付して許可

するものとする。ただし、法第４９条第１項に規定する時間制限駐

車区間における駐車を除く駐車を許可する場合において、やむを

得ない理由があると認められるときは、駐車することができる場

所並びに駐車を開始することができる時刻及び駐車を終了すべき

時刻の一部又は全部を省略し、期間を指定して許可することがで

きる。

４ 前項の 許可は、駐車許可証（別記様式第１１号）を交

付して行うものとする。

５ 前項の規定により許可証の 交付を受けた者は、当該許可に

係る車両を駐車させている間、その許可証 を車両の前面

ガラスに掲出しておかなければならない。

（公安委員会が定める自動車の積載物の高さの制限）

第９条の２ 道路交通法施行令第２２条第３号ハの公安委員会が定め

る自動車は、別表 に掲げる道路を通行する自動車とし、同号

ハの公安委員会が定める高さは、４．１メートルとする。

障害の区分 障害の級別 重度障害の程度

視覚障害 １級から３級までの

各級及び４級の１

特別項症から第四

項症までの各項症

聴覚障害 ２級及び３級 特別項症から第四

項症までの各項症

平衡機能障害 ３級 特別項症から第四

項症までの各項症

上肢不自由 １級、２級の１及び

２級の２

特別項症から第三

項症までの各項症
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下肢不自由 １級から３級の１ま

での各級

特別項症から第三

項症までの各項症

体幹不自由 １級から３級までの

各級

特別項症から第四

項症までの各項症

乳幼児期以

前の非進行

性の脳病変

による運動

機能障害

上肢

機能

１級及び２級（一上

肢のみに運動機能障

害がある場合を除

く。）

移動

機能

１級から２級までの

各級

心臓機能障害 １級及び３級 特別項症から第三

項症までの各項症

じん臓機能障害 １級及び３級 特別項症から第三

項症までの各項症

呼吸器機能障害 １級及び３級 特別項症から第三

項症までの各項症

ぼうこう又は直腸

の機能障害

１級及び３級 特別項症から第三

項症までの各項症

小腸機能障害 １級及び３級 特別項症から第三

項症までの各項症

ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫機

能障害

１級から３級までの

各級

別表第２（第９条の２関係） 別表 （第９条の２関係）

省略 省略

別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。
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別記様式第１号（第２条関係） 通行禁止除外標章

（表）

番 号 第 号
通行禁止除外指定車 発行日 年 月 日

○○○○○使用中
車両番号

号

その他、この標章の交付を受けた本人が現に使用中の車両

主たる運転者の氏名

除外する区域又は道路の区間

有効期限 年 月 日 まで

愛媛県公安委員会 �

（裏）

注意事項

１ この標章は、通行を禁止された道路を通行するときに、車両の前面の見やす
い箇所に掲出すること。

２ 歩行者用道路を通行する場合は、特に歩行者に注意して徐行すること。

３ 現場において、警察官等の指示があった場合は、これに従うこと。

４ この標章を不正に使用した場合には、返納を命ぜられることがあるので、適

正に使用すること。

５ 次の場合は、この標章（�の場合は発見した標章）を速やかに返納すること。
� 有効期限が経過したとき。

� 再交付を受けた後において、亡失した標章を発見したとき。

� 使用する必要がなくなったとき。

注１ 縁線の色は、黄とすること。
２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ｂ６とすること。
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別記様式第２号（第２条関係） 駐車禁止除外標章

（表）

番 号 第 号
駐車禁止除外指定車 発行日 年 月 日

○○○○○使用中
車両番号

号

その他、この標章の交付を受けた本人が現に使用中の車両

運転者の連絡先又は用務先～別紙のとおり。

有効期限 年 月 日 まで

愛媛県公安委員会 �

（裏）

注意事項
１ この標章は、公安委員会による駐車禁止規制が行われている道路の部分以外
の場所では使用しないこと。
※ 次のような駐車はできない。
● 駐停車禁止場所の駐車（道路交通法第４４条及び同法第７５条の８）
● 法定駐車禁止場所の駐車（道路交通法第４５条第１項各号及び第２項）
● 駐車の方法に従わない駐車（道路交通法第４７条）
● 車庫代わり駐車（自動車の保管場所の確保等に関する法律第１１条第１項）
● 長時間駐車（自動車の保管場所の確保等に関する法律第１１条第２項）

２ この標章は、被交付者等が表面記載の車両を現に使用中の場合以外は使用し
ないこと。
３ この標章を使用する場合は、連絡先又は用務先を読みやすく記載した紙とと
もに車両の前面の見やすい箇所に掲出すること。
４ 現場において、警察官等の指示があった場合は、これに従うこと。
５ この標章を不正に使用した場合には、返納を命ぜられることがあるので、適
正に使用すること。
６ 次の場合は、この標章（�の場合は発見した標章）を速やかに返納すること。
� 有効期限が経過したとき。
� 再交付を受けた後において、亡失した標章を発見したとき。
� 使用する必要がなくなったとき。
□ 被交付者等

住所 氏名

注１ 縁線の色は、赤とすること。
２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ｂ６とすること。
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別記様式第２号の２及び別記様式第２号の３を削る。

別記様式第４号の次に次の１様式を加える。
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別記様式第４号の２（第２条関係） 標章返納命令書

公委 第 号
年 月 日

標 章 返 納 命 令 書

殿

愛媛県公安委員会 �

愛媛県道路交通規則第２条第６項の規定により、

第 号 年 月 日発行の

通行禁止除外標章
の返納を命ずる。

駐車禁止除外標章

返納を命ずる理由

注 不要の文字は、抹消すること。
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雑 報

�公 告

理容師国家試験及び美容師国家試験に関する公示

理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３条第１項及び美容師法（昭

和３２年法律第１６３号）第４条第１項の規定に基づき、第１６回理容師

国家試験及び美容師国家試験を次のとおり実施する。

平成１９年５月１８日

財団法人理容師美容師試験研修センター

理事長 金 田 一 郎

１ 試験期日

� 理容師実技試験 平成１９年７月３０日（月）

� 美容師実技試験 平成１９年７月２３日（月）から

� 理容師筆記試験、美容師筆記試験 平成１９年９月２日（日）

２ 試験地

愛媛県

３ 試験会場

� 理容師実技試験

松山市小栗六丁目１番２６号

愛媛県美容専門学校

� 美容師実技試験

松山市小栗六丁目１番２６号

愛媛県美容専門学校

� 筆記試験

松山市文京町３番

愛媛大学

４ 受験願書の配布場所

松山市宮西一丁目５番１１号

愛媛県宮西ビル３階

財団法人理容師美容師試験研修センター愛媛県支部

５ 受験願書の提出先

〒７９０―００６５ 松山市宮西一丁目５番１１号

愛媛県宮西ビル３階

財団法人理容師美容師試験研修センター愛媛県支部

６ 受験願書の受付期間

平成１９年６月１１日（月）から平成１９年６月１５日（金）までの午

前１０時から午後４時まで

７ 詳細についての問い合わせ先

〒７９０―００６５ 松山市宮西一丁目５番１１号

愛媛県宮西ビル３階

財団法人理容師美容師試験研修センター愛媛県支部

電話 ０８９―９２４―０８０４

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１９年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に交付されている改正前の愛媛県道路交通規則別記様式第１号の規定による通行禁止除外標章は、改正後の愛媛県

道路交通規則別記様式第１号の規定による通行禁止除外標章とみなす。

３ この規則施行の際現に交付されている改正前の愛媛県道路交通規則別記様式第２号の規定による駐車禁止除外標章、別記様式第２号の

２の規定による身体障害者用駐車禁止除外標章及び別記様式第２号の３の規定による紫外線要保護者用駐車禁止除外標章は、改正後の愛

媛県道路交通規則別記様式第２号の規定による駐車禁止除外標章とみなす。

平成１９年５月１８日 発行
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